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平成２４年（ワ）第３６７１号外 大飯原子力発電所運転差止等請求事件

原 告 竹本 修三 外

被 告 国 外１名

原告第６２準備書面

－いわゆる「社会通念論」批判－

２０１９年（平成３１年）４月２６日

京都地方裁判所 第６民事部合議はＡ係 御中

原告ら訴訟代理人

弁 護 士 出 口 治 男

同 渡 辺 輝 人

外



2

本書面は、この間の原発差し止めをめぐる司法判断において、いわゆ

る社会通念や、あるいは立法の判断を過度に重視し、原発の危険性やそ

れと表裏の関係にある住民の人権を軽視する判断が続いていることを

批判するものである。

第１ 司法の役割は人権救済にあること

１ はじめに―人権とは

原告ら訴訟代理人弁護士出口治男は、昨年６月胆管ガンの告知を

受け、膵臓・胆のう・十二指腸の切除手術を受けた。手術中不整脈

を繰り返し、大量の輸血が行われ、生死の境をさまよい、１３時間

にわたる複雑な手術を耐えて、ようやく生還できた。その後も血栓

の発生、血栓が脳へと及ぶのを防ぐ為の電気ショック、ショック療

法の影響によると思われる動脈の出血、体内に毒性の体液が貯まり、

それを排出する５本にのぼるドレーンの付設等様々な危険な状態が

続いた。そうした状態に対し、医師・看護師・看護助手・リハビリ

療法士らの昼夜を問わぬ献身的な治療・看護によってようやく３ケ

月後に退院でき、幸いにして今本法廷に立ち弁論を行うことができ

るに至った。

この度の経験で、人権というものについて考えさせられた。生き

ること、生きてあること。それが人権の中核にあることを実感でき

た。生きること、生きてあること、はしかし自分一人でできること

ではない。医療関係者・家族・友人知人達全ての人達が生きようと

もがいている自分と友愛の絆で結ばれてあることこそが人権の中核

にあると実感させられた。人権は孤立してあるのではなく、自分を

取り巻く多くの人達との友愛の絆の中に存在するのである。

自由で平等な人達が友愛の絆で結ばれた社会において、人権は初
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めて十分なものとなることを確信させられた。

２ 原発事故が多大な人権侵害をもたらすこと

既に述べたとおり、原発事故は巨大かつ取り返しのつかない人権

侵害をもたらす。このことは、チェルノブイリ原発、福島第一原発

事故を経験したいま、それを否定することは誰もできない。

原発事故は、友愛の絆で結ばれた社会を不可逆的に破壊し、人権

の中核を根こそぎ奪い尽くす。我々は原発事故の実相をまざまざと

見てしまった。我々は福島第一原発事故による被害の実態から目を

そむけてはならない。生死の境をさまよった一人として、そのこと

はどれだけ強調しても強調しすぎることはない。

３ 司法は人権問題の判断を回避してはならないこと

原告らは第４６準備書面において、合衆国最高裁長官ウォレンに

ついて触れたが、再度触れておきたい。

アール・ウォレンは、1 9 5 3 年、アイゼンハワー大統領によって、

カリフォルニア州知事から米国連邦最高裁長官に任命された。そし

て、この任にある時期、ウォレン・コートは、白人と黒人の分離教

育は違憲と断じたブラウン対教育委員会事件、貧困者は、全ての重

罪事件で、公費により弁護人を付されなければならないとされる契

機となったギデオン事件、それを嚆矢とする一連の刑事司法改革判

決等を生み出した。平等主義への強い志向、少数者保護についての

積極的態度、米国社会の最も困難な問題である人種問題の解決に、

行政部や立法部ではなく、司法部がまずイニシアティブをとったの

であった。ウォレン長官は、退任直後、「ウォレン・コートは余りに

早く進みすぎはしなかっただろうか」との問いに次のように答えた。

「われわれは、われわれがいかに早く進むべきかについては何もい

うことはない。われわれはわれわれのところへくるケースとともに
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進むのである。そしてケースが人間の自由の問題を持って、われわ

れのところにくるときには、われわれは弁論を聞き判決をするか、

あるいはこれを放置して、社会の底にうずもれさせ将来の世代が解

決するのにまかせるか、どちらかである。わが国においては、概し

ていえば後者は余りに長くなされすぎたのである。」

このウォレン長官の見解は、原発をめぐるわが国の司法において

深く心に止めるべきものと考える。原発について、わが国の司法は、

実質的に司法判断を回避して放置し、社会の底にうずもれさせ将来

の世代が解決するのにまかせてきた。福島第一原発は巨大かつ悲惨

な事故を起こした。これは、司法が原発についての司法判断を実質

的に回避して放置し、社会の底にうずもれさせ将来の世代にそのつ

けを回してきたからではないか。司法にも責任はないのか。これが

この訴訟に関係する全ての者に対して問いかけられていることと思

われるのである。

４ この間の司法判断は人権を尊重すべき司法の役割を放棄したも

のであること

原発再稼働を容認した諸判決の特徴は、原発に一定の危険性を認

めながら「社会通念」という法概念として極めて曖昧な文言を使っ

て再稼働を容認するという論理構造を有している。しかし、それは

さきに述べた人権をないがしろにし、全くかえり見ようとしないも

のである。人権を尊重すべき司法の役割を放棄したものと言うほか

はないのである。司法は本当にそれでよいのであろうか。死地を通

りぬけた人間の一人として、人権を改めて直感的に体験した原告ら

訴訟代理人として、本法廷関係者全てにそのことを訴えたいのであ

る。
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第２ 一般建築物に求められる耐震性との比較でも原発の安全性は社会

通念にすら達していないこと

１ 原発の耐震性を遙かに上回る耐震性を一般建築物でさえ具備して

いること

(1) 一般建築物が備える最高レベルの耐震性

大飯原発は，基準地震動が８５６ガル，クリフエッジが１２４０

ガルであるが，それらを遙かに上回る耐震性を，以下のとおり，現

実には一般建築物さえ有している。

ア 三井ホームの耐震住宅（甲４９１）

三井ホームの提供する住宅は，震度７に６０回，最大５１１５

ガル，２３１カイン（カインは地震の揺れの強さを速度で表した

単位）に耐えるだけの耐震性を備えた住宅であり，以下のように

紹介されている。

「今回の耐震実験では、あらゆる可能性を検討し、自然界では到底

起こりえない過酷な条件で検証を行ないました。震度 6 強以上の

さまざまな揺れ方の大地震を 16 種類、連続 65 回。（その内震度 7

は 12 種類、60 回）想定外を想定することで、あらゆるタイプの地

震動に対して安心安全な住宅を目指しています。※震度４以上は、

125 回実施。」

イ 住友林業の耐震住宅（甲４９２）

住友林業の提供する住宅は，最大加速度２６９９ガルの揺れを

余裕でクリアし，震度７や震度６に繰り返し耐えるだけの耐震性

を備えた住宅であり，以下のように紹介されている。

「東日本大震災と同等の最大加速度 2,699gal の揺れを余裕でクリ

ア。阪神・淡路大震災（最大加速度 818gal）の 3.3 倍の揺れにも

耐え抜き、巨大地震への強さを実証しました。さらに、東日本大
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震災の震度 7 を 2 回、阪神・淡路大震災の震度 7 を 20 回」

「巨大地震と強い余震が繰り返し発生することも想定し、合計 246

回の加振を実施。」

ウ 積水ハウスの耐震住宅（甲４９３）

積水ハウスの提供する住宅は，２４５回に及ぶ振動実験の最後

にかつて体験したことのない巨大地震を想定した揺れを発生させ

ても耐えるだけの耐震性を備えた住宅であり，以下のように紹介

されている。

「実大モデルによる振動実験は、総回数 245 回におよんだ実験の最

後に、兵庫県南部地震の最大速度 90 カインをはるかに超える、入

力波最大速度 160 カインという、かつて体験したことのない巨大

地震を想定した揺れに挑戦。このとき建物が吸収した地震動エネ

ルギーは、兵庫県南部地震の約 10 倍という破壊的なものでした」

エ 新幹線（甲４９４）

鉄道土木構造物は，阪神・淡路大震災以降，海洋型地震につい

て１１００ガル，直下型地震について１７００ガルにそれぞれ想

定し，そのような強い揺れに襲われても構造物の被害を軽微な損

傷に留めるだけの耐震性能が要求されている。

この基準は観測された地震の規模を踏まえて随時改定されて

きものであるが，１７００ガルという数値は，阪神・淡路大震災

で実際に観測された９００ガルという数値の倍近い。これは，想

定外を想定し最大規模の地震動に耐えうるだけの耐震性を備える

べきとの考えに他ならない。

オ 小括

一般建築物がこのように高い耐震性を有しているのは，「あら

ゆる可能性を検討」「想定外を想定」「かつて体験したことのない
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巨大地震を想定」することによって最大級の安全・安心を確保し，

万が一にも重大な事態とならないようにするために他ならない。

では，原子力発電所は「あらゆる可能性を検討」し，「想定外

を想定」する必要がないのであろうか。それらをしていない原発

の損座は許容されるであろうか。

(2) 一般建築物の耐震性を大幅に下回る耐震性しか有していない原

子力発電所の存在は許容されないこと

一般建築物でさえ既往最大や想定外を想定するような耐震性能を

具備しているのに，大飯原発はそれに遥かに劣る８５６ガルにしか

耐えられず，１２４０ガルを超えれば極めて深刻な事態を引き起こ

す。この１２４０ガルという数字は，上記の各住宅や鉄道土木構造

物が優に耐えうる揺れであるから，一般建築物には重大な毀損が発

生していないのに，それらよりも遙かに安全であるべき大飯原発で

はクリフエッジを上回る揺れによる極めて深刻な事態が生ずると

いうことである。このように，一般建築物は耐えられる程度の揺れ

で崩壊するような原子力発電所を許容する社会通念のないことは

明らかである。

これに対して被告関西電力は，大飯原発の基準地震動は解放基盤

面での数値であるから一般建築物とは単純に比較できないと主張

するであろうが，一般建築物が，どこに建っていようと上記のよう

な既往最大を上回るような想定をした上で耐震性を確保している

ことには変わりないから，当該地盤がどのようなものであるかが問

題なのではない。「地盤が強固だから，一般建築物の耐震性を遙か

に下回る耐震性しか有していない原子力発電所が存在してもよい」

などという社会通念は存在しないのである。

基準地震動やクリフエッジを遙かに上回る，既往最大の揺れにす
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らこれらの建築物が耐え得ることは事実であるから，それを遙かに

下回るような耐震性しか有していない原発は，社会通念上許容され

ないというべきである。

(3) 「強固な地盤の上に建っている」という幻想

そもそも被告関西電力の主張は「地盤が強固だから強い揺れがこ

ない」という幻想であり仮定の上に成り立つものにすぎず，原発と

いう危険な施設についてそのような仮定を設定することは，科学的

に誤りであることはもちろん，社会通念にも合致しない。

実際，柏崎刈羽原発では２００７年の中越沖地震で基準地震動４

５０ガルの４倍近い１６９９ガルを記録しているが，原告第３７準

備書面１～３頁等で述べたように，東京電力は同地震の前には「揺

れの少ない強固な岩盤上に建てています。」「原子力発電所の重要な

機器・建物等は、表層の軟らかい地盤を取り除き、地震による揺れ

が小さい固い岩盤の上に直接固定して建設しています。岩盤上の揺

れは、新しい年代の軟らかい地盤の揺れに比べ１／２から１／３程

度になることが分かっています。」などと述べて「地盤が強固だか

ら強い揺れがこない」と主張していたにもかかわらず，いざ基準地

震動を上回る地震動に見舞われるや「要因２：発電所周辺の地表か

ら４～６ｋｍの深部地盤の傾きにより波が同時集中した（約２倍）」

「要因３：発電所の地下２ｋｍの敷地地盤の褶曲構造により１～４

号機に波が集中した（約２倍）」などと述べて「実は地盤が軟弱だ

った」と１８０度主張を反転させたのである。そうすると，大飯原

発でも同じことが起こらないとなぜ明言できるのであろうか。地盤

特性は事前には詳らかにしようがない事柄であるから，いまは「地

盤が強固だから強い揺れがこない」といわれていても，基準地震動

を遙かに上回る地震動が本当に発生しないかどうかは全く分から
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ず，発生した後になって「実は地盤が軟弱だった」と１８０度主張

を反転させたても，もはや取り返しのつかない深刻な被害が発生し

てしまっているのである。

仮に地盤が軟弱であると仮定しても想定しうる最大級の揺れに十

分に耐えられるような耐震性を備えていることこそ，社会通念が最

低限求める原発のあるべき姿といわなければならない。

２ 耐震性について科学的な検証がなされていないこと

もう一つ，上記の一般建築物との比較から明らかなことは，上記一

般建築物は繰り返し繰り返し耐震テストを行って導かれた耐震性の

数値であり，よってそのような数値の地震動に耐えうることが科学的

に実証されているのに対し，大飯原発の耐震性はあくまでも計算上の

ものにすぎず，科学的に実証もされていないということである。実際

に８５６ガルの地震動が到来したとして，それに現に耐えられるかど

うかはそのときになってみないと分からないという，その意味で正に

机上の空論でしかない。

そのような，科学的に検証されておらず，実際には蓋を開けてみな

ければ分からないという実態からしても，やはり社会通念上許容され

ないというべきである。

第３ 我が国の行政でも原発以外の分野では「あらゆる可能性を考慮した

最大クラスの巨大な地震・津波」を想定するようになっていること

１ 南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成

２５年）に至る経過

第３は既に第４２準備書面でも、法制度の整備のこととしてふれたと

ころであるが、本書面は、社会通念との関係で、詳論する。
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平成２３年３月に発生した東日本大震災は、それまでの想定をはるか

に超える巨大な地震・津波により一度の災害で戦後最大の人命が失われ

るなど甚大な被害をもたらしたため、「東北地方太平洋沖地震を教訓と

した地震・津波対策に関する専門調査会報告」において以下のよううに

指摘された（甲４９５）。

○対象地震・津波を想定するためには、できるだけ過去に遡って地

震・津波の発生等をより正確に調査し、古文書等の史料の分析、

津波堆積物調査、海岸地形等の調査などの科学的知見に基づく調

査を進めることが必要である。この調査検討にあたっては、地震

活動の長期評価を行っている地震調査研究推進本部地震調査委

員会と引き続き十分に連携し実施する必要がある。

○この際、地震の予知が困難であることや長期評価に不確実性のあ

ることも踏まえつつ、考えうる可能性を考慮し、被害が想定より

も大きくなる可能性についても十分に視野に入れて地震・津波を

検討する必要がある。

○すなわち、今後、地震・津波の想定を行うにあたっては、あらゆ

る可能性を考慮した最大クラスの巨大な地震・津波を検討してい

くべきである。

これらを踏まえ、いかなる大規模な地震及びこれに伴う津波が発生した

場合にも、人命だけは何としても守るとともに、我が国の経済社会が致命

傷を負わないようハード・ソフト両面からの総合的な対策の実施による防

災・減災の徹底を図ることを目的として、平成２５年に東南海・南海法を

改正する形で、南海トラフ全体を対象とした「南海トラフ地震に係る地震

防災対策の推進に関する特別措置法」（以下、「南海トラフ法」という。）

が制定され、科学的に想定し得る最大規模の地震である南海トラフ巨大地

震も対象に地震防災対策を推進することとされた。ここでは、法律の条文



11

としても、中央防災会議の役割を定めた４条４項で、「中央防災会議は、

基本計画の作成及びその実施の推進に当たっては、南海トラフ地震の発生

の形態並びに南海トラフ地震に伴い発生する地震動及び津波の規模に応

じて予想される災害の事態が異なることに鑑み、あらゆる災害の事態に対

応することができるよう適切に配慮するものとする。」とした。

この法律により、南海トラフ地震により著しい被害が生ずるおそれのあ

る地域が南海トラフ地震防災対策推進地域として指定され、同地域におい

ては、大震法や東南海・南海法と同様に、国、地方公共団体、関係事業者

等が、調和を図りつつ自ら計画を策定し、それぞれの立場から予防対策や、

津波避難対策等の地震防災対策を推進することとされた。

２ 政府の調査部会が地震が予測不可能であることを認めたこと

このようななか、平成２５年にとりまとめられた政府の「南海トラフ

巨大地震対策検討ワーキンググループ」の下に設置された「南海トラフ

沿いの大規模地震の予測可能性に関する調査部会」（以下、「平成２５年

調査部会」という。）の報告において、「現在の科学的知見からは、確度

高い地震予測は難しい。 」とされた。ここで「地震予測」とは「確度

の高い地震の予測」とは、地震の規模や発生時期を確度高く予測するこ

と」とされ、前述の「予知」を含む概念とされた。

さらに、平成２９年、政府の「南海トラフ沿いの大規模地震の予測可

能性に関する調査部会」において、近い将来発生が懸念される南海トラ

フ沿いの大規模地震の予測可能性について最新の科学的知見を収集・整

理して改めて検討した結果、「現時点においては、地震の発生時期や場

所・規模を確度高く予測する科学的に確立した手法はなく、大規模地震

対策特別措置法に基づく警戒宣言後に実施される現行の地震防災応急

対策が前提としている確度の高い地震の予測はできないのが実情であ
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る。」と、とりまとめられた。

３ まとめ

このように、我が国の地震に対する防災に関する行政の考え方は、巨

大地震の規模や発生時期を予測できないことを前提に、「あらゆる可能

性を考慮した最大クラスの巨大な地震・津波」を検討して「あらゆる災

害の事態に対応することができるように」するものになっている。これ

は社会通念の範囲を遙かに超え、行政施策上の基本方針となっているの

である。

この点で重要なのは、南海トラフ地震をはじめとする海溝型の地震よ

り、本訴訟で問題になっている内陸型の地震の方が、ある断層で発生す

る地震の周期が長いこと等に起因して、地震の規模や発生時期の予測が

より困難だということである。

そうであるなら、原発の地震対策についても、「あらゆる可能性を考

慮した最大クラスの巨大な地震」を想定すべきであり、それは、少なく

とも我が国の観測史上の既往最大の地震、地震動を下回ることはないの

である。ましていわんをや、我が国の原発敷地に襲来した地震動を下回

る「基準地震動」が社会通念を根拠に正当化されることは到底あり得な

い。

以上


